
  資料２ 

- 1 - 

 

教育
左記以

外
０歳

１～２

歳
教育

左記以

外
０歳

１～２

歳
教育

左記以

外
０歳 １～２歳

1,808 1,036 4,263 923 2,248 1,775 1,016 4,184 892 2,198 1,746 1,000 4,116 868 2,117

特定教育・保育施

設
310 0 2,877 500 1,512 493 0 2,943 500 1,538 728 0 3,193 518 1,570

特定地域型保育

事業
－ － － 22 103 － － － 22 103 － － － 82 176

①過不足 -1,498 -1,036 -1,386 -401 -633 -1,282 -1,016 -1,241 -370 -557 -1,018 -1000 -923 -268 -371

確認を受けない幼

稚園
－ － － － － － － － －

認可外保育施設 － － － － － －

弾力的運用対応

分

③過不足

教育
左記以

外
０歳

１～２

歳
教育

左記以

外
０歳

１～２

歳

1,695 970 3,996 840 2,052 1,650 945 3,891 815 1,993

特定教育・保育施

設
748 0 3,503 585 1,643 748 0 3,503 585 1,643 453 0 751 99 205

特定地域型保育

事業
－ － － 82 176 － － － 82 176 0 0 0 82 176

①過不足 -947 -970 -493 -173 -233 -902 -945 -388 -148 -174

確認を受けない幼

稚園
－ － － － － －

認可外保育施設 － － － －

②過不足

弾力的運用対応

分

③過不足

確

保

の

内

容

参

考

参

考

取組の内容

認可保育所１か所が認定こども園へ移行 幼稚園１か所が給付を受ける幼稚園へ移行

私立認可外保育施設４か所が認可保育所

へ移行（２号：１２５人　３号：８８人）
幼稚園１か所が認定こども園へ移行

-109

－ 392 － 392

量の見込み

3,655 3,655

601 601

1,738 -298 1,808

1,738 94 1,808 283

市立認可外保育施設１１か所廃止（平成２

９年度末）し，４か所が認定こども園へ移行

（１号：２０人　２号：３１０人　３号：１４０人）

２号 ３号

１号

２号 ３号

教育
左記以

外
０歳 １～２歳

年度 平成30年度 平成31年度 平成27～平成31年度

区分 １号

２号 ３号

１号

521

取組の内容

私立認可外保育施設１か所が認定こども

園へ移行（１号：３８人　２号：６６人　３号：２

６人）

幼稚園が実施する小規模保育事業７か所

（３号：１３３人）又は認定こども園へ移行

1,626 60 1,577 142 1,637

私立認可外保育施設７か所が小規模保育

事業へ移行（３号：１１６人）
認可保育所増改築６か所（２号：１８０人）

私立認可外保育施設１か所が事業所内保

育事業へ移行（３号：９人）

市立認可外保育施設３か所廃止（平成２８年

度末）し，３か所が認定こども園へ移行（１

号：１５人　２号：７０人　３号：５０人）

量の見込み

－ 379 －

2,101

4,160 3,875 3,655

確

保

の

内

容

②過不足

年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

区分 １号

２号 ３号

１号

２号 ３号

１号

２号 ３号

392

1,931 1,691

1,626 -319 1,577 -237 1,637 129

－ 379

地域におけるニーズ量及び提供方法（旭川市子ども・子育てプランから一部抜粋） 

 

１ 設置認可に伴う特定地域型保育事業の利用定員設定（案）について 

 
２ 全市におけるニーズ量及び提供体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

1号
2・3号
合計

2号
3号
(0歳)

3号
(1・2歳)

小規模保育事業Ａ型 小規模保育所おひさま 南7条通26丁目567番地42 0 12 0 4 8 H29.4.1　利用定員1３人予定

0 12 0 4 8

種別 施設・事業所名 所在地

特定地域型保育事業合計

利用定員（案）

設置経過
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就労の動向

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

３７人 ５４人 ５５人 ５７人 ３３人

施設数 定員 利用児童数 充足率

21 1,755 1,893 107.9%

11 1,520 849 55.9%

0 0 0 －

32 3,275 2,742 83.7%

2 210 167 79.5%

14 598 398 66.6%

9 － 202 －

0 0 0 －

25 808 767 94.9%

57 4,083 3,509 85.9%

幼稚園

流出人口＜流入人口

待機児童数
（各4月1日）

地区にある施設の状況（平成26年4月1日　なお幼稚園は5月1日）

施設の種類

認可保育所

認可外保育施設合計※

全施設合計※

※については事業所内保育施設の定員数を加味していないため，充足率については目
安として記載している。

認定こども園（幼保連携型）

認可等施設合計

通年制保育園

私立認可外保育施設

事業所内保育施設

へき地・季節保育所

教育
左記以

外
０歳

１～２

歳
教育

左記以

外
０歳

１～２

歳
教育

左記以

外
０歳 １～２歳

620 355 1,463 324 791 609 349 1,436 314 773 598 342 1,412 306 743

0 0 206 43 107 0 0 203 42 105 0 0 198 42 101

620 355 1,669 367 898 609 349 1,639 356 878 598 342 1,610 348 844

特定教育・保育施

設
75 0 1,116 167 572 113 0 1,182 167 598 113 0 1,272 167 598

特定地域型保育

事業
－ － － 12 54 － － － 12 54 － － － 41 82

①過不足 -545 -355 -553 -188 -272 -496 -349 -457 -177 -226 -485 -342 -338 -140 -164

確認を受けない幼

稚園
－ － － － － － － － －

認可外保育施設 － － － － － －

弾力的運用対応

分

③過不足

教育
左記以

外
０歳

１～２

歳
教育

左記以

外
０歳

１～２

歳

581 332 1,369 295 721 565 324 1,335 286 701

0 0 194 40 97 0 0 188 39 95

581 332 1,563 335 818 565 324 1,523 325 796

特定教育・保育施

設
118 0 1,352 187 618 118 0 1,352 187 618 43 0 266 23 63

特定地域型保育

事業
－ － － 41 82 － － － 41 82 0 0 0 41 82

①過不足 -463 -332 -211 -107 -118 -447 -324 -171 -97 -96

確認を受けない幼

稚園
－ － － － － －

認可外保育施設 － － － －

弾力的運用対応

分

③過不足

確

保

の

内

容

②過不足

参

考

年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

区分 １号

２号 ３号

１号

２号 ３号

１号

２号 ３号

1,455 1,315 1,315

664

確

保

の

内

容

②過不足

参

考

量の見込み

154

494 494

555 -349 470 -366 488 -148

－ 147 － 147 －

隣接地区受入分

555 -202 470 -219

取組の内容

私立認可外保育施設１か所が認可保育所

へ移行（２号：３０人　３号：２０人）

私立認可外保育施設１か所が認定こども

園へ移行（１号：３８人　２号：６６人　３号：２

６人）

認可保育所増改築３か所（２号：９０人）

３号

１号

6488

平成27～平成31年度

520 2 544 74

市立認可外保育施設２か所廃止（平成２９

年度末）し，１か所が認定こども園へ移行

（１号：５人　２号：８０人　３号：４０人）

1,315 1,315

284 284

520 -152 544

私立認可外保育施設４か所が小規模保育

事業へ移行（３号：６６人）

１号
教育

左記以

外
０歳

-80

－ 154 － 154

量の見込み

取組の内容

量の見込み補正後

幼稚園が実施する小規模保育事業３か所

（３号：５７人）又は認定こども園へ移行

量の見込み補正後

隣接地区受入分

２号 ２号 ３号

１～２歳

年度 平成30年度 平成31年度

区分 １号

２号

３ 中央・新旭川・東光・豊岡地区 

（１）地区の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）ニーズ量及び提供体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


